
病床のあり方について

将来的には、基幹病院としての高度急性期機
能を維持しつつ、77床を急性期病床として運用
していくことを想定している。（77床の内訳は、
地域包括ケア48床、緩和ケア19床、ドック10床
である。）

・2018年、ドックを8床に変更したため、75床を急性期病床と想定

（ 広島赤十字・原爆病院 公的医療機関等2025プランより ）



2018年度病床報告（H30.6月）

東棟3階 ICU・HCU・救急病床（20床） 高度急性期

東棟5階 外科・腎臓内科（54床） 高度急性期

東棟6階 耳鼻科・泌尿器科・皮膚科・歯科（54床） 高度急性期

東棟7階 整形外科・脳外科（54床） 高度急性期

東棟8階 産婦人科・整形外科（52床） 高度急性期

中央棟3階 健診センター（8床） 急性期

中央棟5階 地域包括ケア病棟・眼科（48床） 急性期

中央棟6階 循環器内科・消化器内科（48床） 高度急性期

中央棟7階 内分泌内科・リウマチ科・血液内科（45床） 急性期

中央棟8階 小児科・脳神経内科（34床） 高度急性期

南棟5階 休棟中（19床） 休棟中

南棟6階 消化器内科・呼吸器内科（52床） 急性期

南棟7階 血液内科（39床） 高度急性期

南棟8階 血液内科（＊）（38床） 高度急性期

高度急性期：393床 急性期：153床 休棟中：19床



広島県における定量的な基準

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

【50床換算、月当たり件数】
・ 手術総数 114回
・ 化学療法 22回
・ 救急医療管理加算 19件
・ 呼吸心拍監視 45件
いずれか2つを満たしている

【50床換算、月当たり件数】
・ 手術総数 57回
・ 化学療法 11回
・ 救急医療管理加算 19件
・ 呼吸心拍監視 45件
いずれかを満たしている地域急性期

回復期のうち救急医療管理加算のあり

しきい値なし

（6月の診療報酬で算定）

病院の機能別再編
医療圏別会議



2019年度病床報告（R1.6月）

東棟3階 ICU・HCU・救急病床（20床） 高度急性期

東棟5階 外科・腎臓内科（54床） 高度急性期

東棟6階 耳鼻科・泌尿器科・皮膚科・歯科（54床） 高度急性期

東棟7階 整形外科・脳外科（54床） 急性期

東棟8階 産婦人科・整形外科（52床） 急性期

中央棟3階 健診センター（8床） 回復期

中央棟5階 地域包括ケア病棟・眼科（48床） 急性期

中央棟6階 循環器内科・消化器内科（48床） 高度急性期

中央棟7階 内分泌内科・リウマチ科・血液内科（45床） 高度急性期

中央棟8階 小児科・脳神経内科（34床） 高度急性期

南棟5階 休棟中（19床） 休棟中

南棟6階 消化器内科・呼吸器内科（52床） 高度急性期

南棟7階 血液内科（39床） 高度急性期

南棟8階 血液内科（＊）（38床） 高度急性期

高度急性期：384床 急性期：154床 回復期：8床 休棟中：19床

南棟5階 緩和ケア病棟(令和元年12月より・19床) 急性期・慢性期



許可病床数の推移

3/31⽇時点の数値（ただし、R1年度は10/1時点の数値）
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病床稼動率の推移
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人口段階別市区町村の変動（2015→2040）【H30推計】

三原、三次



広島市の人口の将来推計



2010→40 年75 歳以上増減率 各二次医療圏の医療需要のピークの時期

第９回社会保障制度改革国民会議資料
国際医療福祉大学大学院教授 高橋泰



（前田由美子 2019年7月17日 日医総研ワーキングペーパーより）

（D）赤字経営からの脱却





高度急性期・急性期病院としての機能強化
• PFMの導入と拡充
• 地域連携の強化
• 病棟サポートの強化
• 相談支援センターの拡充
• 地域医療支援病院
• 断らない医療の提供
• 救急部門の充実
• 救急外来の拡充と機能強化
• 集中治療部門の強化
• 開業医ホットライン
• 災害拠点病院の体制強化
• 救護班
• DMAT
• 支援看護師の育成
• 災害コーディネータの育成
• 緊急被ばく医療アドバイザー

• がん医療の強化
• がん拠点病院
• 外来化学療法室の拡充
• 無菌室の拡充
• 緩和ケアの強化
• 外来診療体制
• 逆紹介窓口
• メディカルクラークの拡充
• コンシェルジュの導入
• 看護部門
• 7：1看護配置の維持
• 夜間看護配置の充実
• 看護助手の拡充
• 高度医療機器新設と更新
• ゲノム医療への対応
• その他



• 病床転換について
当院は病院再整備事業の着手時に、政府の方針なども考慮

し、48床のダウンサイズを行いました。また、再整備事業の完
了までに、更に33床のダウンサイズも行いました。しかし、現在
97％を越える病床稼働があり、Week dayにおいては100％を越
えることも珍しくありません。このため、地域の皆様にご迷惑を
おかけすることもあり、ダウンサイズが少し早かったのではない
かと反省しています。

• 当院の今後の方針
当院のある広島市では、2045年までは患者数自体は増加し

続ける予測になっています。また、年齢構成でも2040年位まで
は、最も急性期医療の必要な65～74歳までの人口が増加する
予測になっています。さらに、当地域は他地域からの患者流入
地域でもあります。

このため、当面の間地域の基幹病院として現在の体制を維持
する予定です。但し、患者さんの年齢構成の変化（高齢化）に
伴い、必要な医療が変わることが推測されます。2035年位に、
その後の方針を大きく見直す時期が来るのではないかと推測し
ています。



• 国が打ち出した病床転換の方向性について
人口減少地域においては、現在の病床数を維持できなくなることは

当然のことと思います。このため、原則ダウンサイズが必要になると
思っています。但し、高度急性期・急性期医療を行うにはある程度の
病院規模が必要になります。このため、人口が減少する地域におい
て急性期医療を行うためには、統合を行い病院規模を維持する必要
が出てくると思います。

また、高齢化に伴い全日本病院協会副会長安藤高朗先生の言わ
れるように、特に後期高齢者においては、主に身体を治す医療から
生活を支える医療への転換が求められると思います。ただし、今後も
急性期医療が不要になる訳ではありませんし、一定数の急性期型病
院は必要です。一度機能転換したら元に戻すのは容易ではないので、
地域の実情を良く考え、民間病院も含めた他の医療機関と今後の方
針のすり合わせが必要と思います。その意味でも、医療圏別会議は
重要と思っています。

なお、人口減少により広範囲が過疎地域となった場合、いわゆるコ
ンパクトシティーの方向に持っていかないと、医療サービスの維持は
困難になると思います。これは医療業界と言うより、行政を中心として
地域全体で取り組む仕事だと考えています。


